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論文内容の要旨 
Ⅰ. 問題と目的 
性暴力被害を含むトラウマ体験直後の被害者は、急性ストレス障害（Acute stress 
disorder：以降、ASD）の症状を示すことが多い。ASD は、DSM-Ⅳ（Diagnostic and 
Statistical Manual of Mental Disorders-Ⅳ：精神疾患の診断・統計マニュアル、第 4 版）
では、その後の心的外傷後ストレス障害（Posttraumatic Stress Disorder：以降、PTSD）を
予測する機能が高い診断基準としてとらえられていたが、DSM-5（Diagnostic and 
Statistical Manual of Mental Disorders-5：精神疾患の診断・統計マニュアル、第 5版）で
は、PTSD を予測するよりも、急性期のストレス反応そのものを説明するものであると説
明されている（Bryant，2011）。トラウマ体験後の急性期の症状の診断学的位置づけは
いまだまだ明確でないといえる。 
急性期の症状は、大多数は PTSD には発展せずに、その後自然に回復することが
知られている（Rothbaum et al.，1992）が、3 ヶ月時点で回復していない場合には、トラウ
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マ症状がほぼ継続することが示されている（Riggs et al.，1995）。回復せずに PTSDを発
症するリスク要因については、これまで様々な研究がなされてきた。個人の特性として
は、女性であること、被害に遭った時の年齢が若いこと、社会経済的状況が低いこと、
学歴が低いこと、知能が低いこと、少数民族であることなどが知られている（Dawne et 
al.，2007）。以前のトラウマ体験や精神科既往歴との関連も指摘されている（Brewin，
2000）。Ehlers と Clark（2000）は、PTSDはトラウマやトラウマ後の過度なネガティブな評
価、精緻化できない記憶とつながった強い思い込みや強い知覚プライミングにより特徴
づけられた自動記憶の障害で説明できるとした。最近の Carper らの研究によると、性
的暴力に遭った被害者が急性期で呈した再体験症状と感情麻痺が 3 か月後の PTSD
症状の重篤な傾向を示していると報告された（2015）。また、Shin らによると、初期の頃
の回避と言語的記憶の喪失は、5か月後の PTSD 症状を予測したと示唆された（2015）。 
急性期の介入についての、過去 20 年間の研究では、深刻なレベルの急性期の
PTSD 症状をどのように支援するかに焦点が当てられており、その苦痛を軽減すること
が慢性 PTSD を防ぐとされていた（Bryant，2014）。当初の ASD 診断による判断は、最
終的に PTSD を発症する人の多数を識別することができなかったという結果も示されて
いる（Bryant，2011）。 
性暴力の中でもレイプは、男性 65.0％、女性 45.9％と他のトラウマ体験より PTSD有
病率が高いことが報告されている（Kessler et al.，1995）。性暴力被害に遭ったことから、
フラッシュバックや、夜眠れず常に緊張している状態だったり、自分を責めたり、恐怖感
や不安感が消えずに苦しんでいる状態の性暴力被害者に対して、症状の軽減や慢性
の PTSDへの移行を防ぐことを目指した早期介入は重要であろう。しかし、トラウマ体験
後に、早期介入の対象を適切に選択するのは上述のように困難である。認知行動療法
（Cognitive Behavioral Therapy：以降、CBT）が有効であるとする研究はあるものの、急
性期における介入のエビデンスはまだ確固としたものがない状態である。 
筆者は、都内にある性暴力被害者ワンストップ支援センター（以降、ワンストップ支援
センター）と提携している産婦人科小児科病院（以降、A 病院）内の精神科（以降、B 精
神科）においてトラウマの心理療法を行っている。患者の大半は、性暴力被害などのト
ラウマ体験後にワンストップ支援センターやその他の機関からの紹介で訪れる。性暴
力被害者の臨床場面では、性暴力被害者が、被害について語ることを避けたり、性暴
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力被害に遭った事は自分の責任であると考え自責の念にとらわれていることがよくある。
考えや感情を避け、自責の念にとらわれること自体がトラウマ反応であるため、受診を
継続することができなくなる場合もあった。CBT 等の適用の前に、継続して医療を受け
ることが困難なのである。性暴力被害者の PTSD への早期介入は日本ではまだ新しい
テーマであるが、2012 年からの経験を踏まえながら以下の研究を実施した。 
まず、その実態を調査し、その結果から、よりよい介入の方法を検討し、スマートフォ
ンによる診療補助ツールを作成、その実行可能性を検討した。 
なお、本研究においては、急性期の定義を心的外傷体験後 3 か月以内とし、性暴力
とは、WHO（World Health Organization：世界保健機構）の「家庭や職場などの場所や
被害者との関係に関わらず、どんな状況下であっても強要を伴って人に対して行われ
る性的行為のすべて（望まれない性的発言、性的な誘い、人身売買を含む）である」と
いう定義を用いる（2002）。 
 
Ⅱ.【研究 1】急性期と慢性期の性暴力被害者の臨床における実態と今後の治療におけ
る課題（今野・小西ら，2017） －女性心身医学 第 21巻第 3号 2017年 3月発行－ 
 1.目的 
  性暴力被害者の心理学的な実態をその被害後からの期間により比較検討する。 
 2.方法 
  1）研究対象：B 精神科において、2012 年 6 月～2015 年 11 月末の 3年半に性暴力
被害後に初診となった性暴力被害者女性のカルテから、情報を収集し分析した。 
  2）調査項目 
   ①心理社会的背景：年齢、教育歴、婚姻の有無、同居の有無、精神科既往歴、精
神科既往の診断名、親族の精神科既往歴 
   ②被害関連事項：被害時期、被害内容 
   ③治療関連事項：初診日、診断名、処方の有無、来院経路、付き添い人の有無、
治療転帰、治療転帰日、CBT 実施の有無 
   ④心理検査結果：IES-R（Impact of event scale revised；改訂版出来事インパクト尺
度：以降、IES-R）、DES（Dissociative Experiences Scale；解離体験尺度：以降、
DES）、SDS（Self-Reported Depressive Scale；自己評価式抑うつ尺度：以降、
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SDS）、BDI-Ⅱ（Beck Depression Inventory-Ⅱ；日本版 BDI-II ベック抑うつ質
問票：以降、BDI-Ⅱ）、JPTCI（Posttraumatic Cognitions Inventory；日本版外傷
後認知尺度：以降、JPTCI）、CAPS（Clinician Administered Scale for PTSD；
PTSD 臨床診断面接尺度：以降、CAPS） 
3）分析方法：性暴力被害から初診までが 3 ヶ月以内の性暴力被害者を急性期群と
し、それ以降の性暴力被害者を慢性期群とした。2 群に分けて心理検査や治療転
帰について分析した。 
 3.結果・考察 
  ①急性期群の 21名中 6名が寛解し、慢性期群の 12名は寛解した者がいなかった。
②初診後直近と 2015 年 11 月 30 日以前の直近の前後比較を行った結果、急性期
群は IES-R、DES、BDI-Ⅱ、JPTCI の心理検査において有意差が認められた。③
CBT 実施者の実施までの平均日数は慢性期群 6 名がおよそ 10 ヵ月、急性期群 7
名が約 6 ヵ月であった。両群とも CBT 実施者は、中断することなく CBT を完遂した
が、特に急性期群の 7 名は IES-R と CAPS の得点が実施前後で有意に下がってい
た。④中断者は急性期群が 9 名、慢性期群が 6 名であった。中断は受診 1、2 回目
の比較的早い時期に生じることが多かった。以上のことから、性暴力被害者に対して
早い時期に CBT 実施を行うことが、PTSD 症状の軽減のためには、ひとつの有効な
選択であるが、実施に至る準備期間は必要であり、その間の中断を防ぐことが課題
であることが示された。 
 
Ⅲ. 診療継続の補助ツール開発に関するレビュー 
  診療継続の補助ツール開発のために、心的外傷後ストレスに対するインターネット
ベースや WEB で行う CBT 及び早期介入の最近の研究と、PTSD 患者等の診療継
続のモチベーションアップに関する研究を概観した。 
① 性暴力被害者に対するインターネットや WEB による早期介入のレビュー（今野・
小西，2015） 
 －武蔵野大学心理臨床センター紀要 2015 年第 15号 2015年 12月発行－ 
インターネットや WEB を通じて CBT を行うことは、多くの利益を生むと考えられて
おり、梅垣ら（2012）はうつ病に対するインターネットを用いた認知行動療法について、
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対面式の治療・援助と比べて時間的・経済的コストがかからない、従来治療や援助
を求めなかった人に対してサービスを提供できる可能性、いつでもどこでも受けるこ
とができる、バーチャルリアリティを恐怖症や PTSDに対する曝露法に用いることがで
きる等の長所を述べている。 
過去 10 年間におけるインターネットによるトラウマ体験への早期介入の実際を概
観してみたところ、実践研究以外の論文が多く、該当する介入論文は 5 本であった。
その内訳は、医療をフィールドとして研究が 3 件、軍隊が 1 件、大規模疫学的調査
からの介入研究が 1 件となっており、犯罪被害や性暴力被害を対象とする研究はな
かった。このことから、医学的出来事や戦争体験は、被害があったことが明白である
ため研究対象になりやすいということが推察される。PTSD を予防する介入研究の最
近のシステマティックレビュー（Forneris et al.，2013）によると、レビューした 19の研究
のうち性暴力被害もしくは身体的暴力被害を対象の一部に含めた研究は 3件しかな
く、インターネットや WEB を介さない研究においても、対象となりにくいことが示され
ている。 
また、今回概観した研究は全て早期介入となっているが、その介入時期はそれぞ
れ違い、医学的出来事の場合は、直後から病院に収容されるため、比較的早い時
期からの介入研究を行っているが、それ以外は、早期に介入したらという想定の研
究や被害の時期を明確にしていない研究であった。これは早期介入の概念がまだ
曖昧であり、これからの研究であることを示していると考えられる。 
さらに、5 本の研究におけるドロップアウト率は 28～45％となっており、メタ分析に
おける PTSD に対する CBT のドロップアウト率の 27.2%（Fernandez et al.，2015）と
比べると、若干高かった。インターネットや WEB による介入においては、参加者自
身に介入プログラムの実施の意志やタイミングが委ねられており、研究者がコントロ
ールできない部分が多い。概観した研究の中で、28％のドロップアウト率であった研
究は、週 1 回、リマインダーのメールや郵便によって、プログラムの実施を促してお
り、治療者の介入が功を奏したのかもしれない。プログラムの継続については、いか
に動機づけを行うかが今後の課題であると考える。 
 ② PTSDに対するアドヒアランスの概観 
   CBTなどの治療に対していかに動機づけを行うかについて、患者側の PTSD治療
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に対するアドヒアランスに関する文献レビューを示し、検討する材料とすることにした。
Kehle-Forbes らは、PTSD 患者である退役軍人を含む軍人の心理療法や精神医学
的治療において、大部分の治療があまり成功していない現状から、患者を PTSD 治
療、特にエビデンスベースドの治療（Evidence-Based Psychotherapy：以降、EBP）に
関与させる可能性が高い要因を説明するために、入手可能な文献を選択的にレ
ビューしている。その結果、PTSD 治療への動機づけに関して、電話による介入やグ
ループによるセッションがある程度の影響を与えた可能性が示唆された。しかし、介
入の内容や、電話の場合は通話時間にも動機づけの効果は左右されると考えられ、
今後もさらなる研究が必要であることが示された。また、概観した 5 研究はすべて軍
人を対象とされており、今後一般市民対象の研究も待たれる。さらに、さらに、研究
内で CBT を実施した Fortney らの研究以外では、EBP を開始したり、完遂するまで
には至らなかったことも示されていた。電話のみの介入やグループによるセッション
ではその後の診療継続の動機づけには十分とは言えず、よりきめ細やかな介入が
必要であると考えられた。 
 
Ⅳ.急性期性暴力被害者向けプログラムの開発－診療の補助としての WEB プログラ
ムの作成－（今野・小西ら，2018）  －武蔵野大学 「人間科学研究所年報」第 7 号 
2018年 3月発行－ 
 1.目的 
  性暴力被害後 3 ヶ月以内に精神科初診となった被害者に対する治療の補助として
機能するスマートフォンのプログラムを開発する。 
 2.【研究 2】 
1）方法 
   ①対象：研究 1の対象者のうち、性暴力被害後 3ヶ月以内に初診となった 21名の
性暴力被害女性のカルテから、情報を収集し分析した。 
   ②調査項目：診察及び治療に関する内容:初回から診断、治療の方向が決定され
るまでの 1 回から数回の医師の診察及び、心理士の面接内容の中から、特に
介入的な内容についての質的な情報 
 ③分析方法：対象者のカルテ記録をテキスト化し、実際に行なわれた早期介入に
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関する情報を抽出した。精神科医 1 名、筆者を含む臨床心理士 3 名、心理士 1
名からなる研究チーム（以下研究チーム）により、抽出した情報を要素毎に分類
し、WEB で治療のために使用できるプログラム作成に必要なコンテンツを検討
した。 
2）結果・考察 
    対象者のカルテ記録によると、B 精神科の初診時から数回の医師による診察や
心理士による面接においては、トラウマ症状の聞き取りが行われ、自記式の心理
検査を施行していた。その後、聞きとった症状や自記式検査の結果を基としてアセ
スメントを行い心理教育がなされていた。また、必要に応じてリラクセーション法を
伝えたり、CBT の一部を使用していた。治療への動機づけは、その都度行ってい
た。21 名の診察及び面接記録をテキスト化したものから、症状の聴き取り、心理テ
スト、CBT、心理教育、呼吸法の 7 つの介入内容に分類し内容を記述した。症状
の聴き取りと心理教育については、さらに侵入症状、回避症状、認知と気分の変
化、過覚醒症状、解離症状に分けられた。 
    全体の内容を見ると、症状の聞き取りと心理教育に時間を割いて行っており、治
療を継続するために、症状を説明する心理教育がコンテンツとしてまず必要である
と考えられた。次に、緊張状態を軽減する目的である呼吸再調整法は、診療場面
を離れた場所でも有効であると予想でき、リラクセーションのための呼吸再調整法
も、診療初期に有効であると考えられた。また、CBT 実施の前段階として CBT の
宿題も時に実施されていた。さらに、性暴力被害者の多くは、トラウマ体験により
自己肯定感が低くなっていることが少なくない（Foa,2007）ことから、治療の動機づ
けが必要であると考えられた。以上のことから、7 つに分類した要素の中から、心
理教育、リラクセーション、宿題、動機づけをコンテンツとした暫定版プログラムを
作成した。 
 3.【研究 3】 
1）方法 
①対象：研究 1の対象者の中から、症状が軽快もしくは寛解し、インタビューが可
能であると主治医が判断した患者のうち、研究参加に同意した 2名と、ワンスト
ップ支援センターの支援員のうち、研究参加に同意した 3名 
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 ②調査項目：性暴力被害者と支援員に半構造化面接で聞き取った PTSD の急性
期治療/回復に役立つこと、必要とされる項目（継続受診に役立つ要素、治療補
助プログラム等） 
③分析方法：作成した暫定版プログラムを基に、性暴力被害者と支援員に対し
て、治療の補助として役立つと思われるプログラム内容と、継続受診を維持する
ために必要なプログラム内容について聞き取った。その内容を基に、コンテンツ
を研究チームでさらに検討した。 
2）結果・考察 
    性暴力被害者は、自分が診療を始めたころの状態を思い起こして、知りたいこと
を質問でき、状況ごとの Q&A や、体験談があると治療の補助として役に立ったと
述べていた。コンテンツ毎の改善点や修正点についての性暴力被害者と支援員
の共通した意見から、比較的費用のかからない改善点を選択し、よりわかりやす
い表現、つらさを支える表現等の文言の変更、動画にテロップをつける、Q&A 画
面の追加等を行った。初期画面から、Q&A 画面を含めた 5 つのコンテンツを選択
できるようにした改訂版プログラムを作成した。 
 
Ⅴ.【研究 4】急性期性暴力被害者向け WEBプログラム（SARA）－実行可能性の
検証－ 
 1.目的 
   開発したWEBプログラムSARA（Sexual Assault Recovery Application：以降SARA）
の安全性、実行可能性を検証するとともに、性暴力被害者を性暴力被害後 3 ヶ月以
内と 3 ヶ月超に分けてその結果を比較し、今後の実施方法の検討を行った。 
 2.方法 
  1）対象：B 精神科を受診する性暴力被害患者のうち、受診前に、性暴力被害に遭っ
ている、スマートフォン環境を持っている等の適格基準、併存する精神障害および
これに伴う精神症状の存在のために治療の継続が困難等の除外基準を満たす者
とした。 
2）実施方法：対象者のスマートフォンに SARAを登録し、実施用資料をもとに、自宅
での実施をお願いした。以降、診察時に、実施状況を聞きとり、自記式心理検査お
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よびアンケートに答えてもらうことを 3 カ月間調査した。 
3）調査項目：中断率や有害事象の発生を調査する。自記式心理検査としては、
IES-R、BDI-Ⅱ、DES、JPTCI、精神的健康を評価する K10（Kessler10）、アンケー
トとしては、心理教育・リラクセーション等各コンテンツに対する満足度について 5
件法で評価した。 
 3.結果・考察 
   SARAを実施した 10名は診療を中断せず、有害事象も発生しなかった。SARAの
開始時と終了時の心理検査結果について、被害後の受診時期を 3ヶ月以内と 3ヶ月
超に分けて分析した。その結果、IES-R、BDI-Ⅱ、DESの得点を前後比較すると、3ヶ
月以内群は得点結果が有意に下がっていたが、3 ヶ月超群には有意差が認められ
なかった。しかし、実施者 10 名の SARA 実施後の心理検査得点は、実施前の得点
より低くなっており、SARA が両群に対して PTSD 症状やうつ症状、精神健康に対し
て害をなすものではなかったと考えられ、被害後の期間に関わらず、SARA 実施の
安全性は検証できたと考えられた。 
 
Ⅵ.【研究 5】SARAの導入・未導入の比較－有用性の検討－ 
 1.目的 
   ランダム化されていない群間比較に準じたものとして、SARA を導入した 1 年間と
導入前の 1 年間のカルテ記録から情報を取得し、2 群間の転帰や心理検査結果等
を比較し SARA導入・未導入により、診療継続に変化の有無と診療補助の効果の有
無を検証した。 
 2.方法 
  1）対象：2015年 12 月 1日～2017年 11月 30日の期間に、B精神科を初診で訪れ
た性暴力被害者女性のカルテから、情報を収集した。 
2）調査項目：研究 1 と同様の心理社会的背景、被害関連事項、治療関連事項、心
理検査結果のうち IES-R、BDI-Ⅱ、DES、JPTCI。 
3）分析方法：導入時期である 2016 年 12 月 1 日～2017 年 11 月 30 日の 1 年間を
導入群、2015 年 12 月 1 日～2016 年 11 月 30 日の 1 年間を未導入群として分析
した。 
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 3.結果・考察 
  SARA導入群 17名、未導入群 10名の心理社会的背景、被害時期からの期間に有
意差は認められず、SARA 実施以外はほぼ等質な集団だったと考えられた。中断率
を見ると、未導入群の中断率が 40％であるのに対して、導入群では 17 名全員が治
療を中断しなかった。このことから、SARA 導入が中断を防ぐ一要因となった可能性
が示唆された。また、初診直後と 3 ヵ月後の心理検査結果を前後比較したところ、未
導入群では IES-Rに有意差、DESに有意傾向が認められ、導入群は、IES-Rと DES
に有意差が認められ、SARA 導入が導入以前の治療水準を損なうものではなく、治
療継続に寄与したと考えられたが、SARA の導入が PTSD 症状の軽減に効果をもた
らしたどうかは不明であった。 
 
Ⅶ.総合考察 
 本研究の意義として、1）.性暴力被害後に 3 ヶ月以内の急性期で精神科に初診で訪
れた性暴力被害者は、3 ヶ月を超えて初診で訪れた被害者に比べて、中断率は高かっ
たが、中断しなければその予後はよく、特に CBT 実施者の症状は軽減していたという
実態が明らかになったこと、2）.わが国では性暴力被害者に対する精神科における診
療内容について報告されていない中、性暴力被害後に急性期に初診で訪れた被害者
の診療内容を明らかにできたこと、3）. 1）から精神科の診療を継続させるためのツール
の必要性が示唆されたことから、2）の診療内容をもとに診療の継続を促す機能を持っ
た WEB プログラム SARA を作成できたこと、4）.SARA の実施の安全性、実行可能性
が示されたことである。 
 本研究の限界として、1）.研究 1、4、5 の結果は、すべて都内にある単一の精神科に
おける調査結果であり、一般に広く適用できるものではない。研究対象者も精神科を受
診している性暴力被害者の一部である。2）.研究 2、3 からプログラムを作成したが、研
究 2 の結果はあくまでも一精神科で行っている診療記録から得たもので、治療の補助
として必要な要素がすべて含まれているとは限らない。 
 今後の展望としては、大きく分けて 2 つある。まず、1 番目として今後の SARA につい
ての展望である。SARAについては、今後更なる改良、普及を目指すため、以下の 3つ
の展望を考えている。1） .他の医療機関における SARA の安全性、実行可能性の検
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証を行い、一般の医療機関においての多くの性暴力被害者の受診継続に SARA の使
用を可能とする、2）.診療継続のモチベーションをさらに上げるため、コンテンツの追加
や、双方向機能の追加を進め、心理検査の結果や、次回の診療予約等を被害者自身
が確認できるようにする、3）.SARA を改版し、医療機関以外のワンストップ支援センタ
ーなどの支援機関において支援者の支援ガイドラインとしての使用を可能とする、等が
考えられる。次に、2 番目として、中断の要因についてのさらなる追及である。研究 1 で
は、中断した被害者の属性として、過去の被害歴、精神科既往歴が示されたが、さらに
詳細を検討するため、カルテ調査のデータ項目の見直しを行い、新たに調査件数を積
み重ねていきたい。 
 どうすれば、患者が早く適切な治療法と巡り合い、さらに、そのモチベーションを持ち
続け治療に参加し、よい結果を得られるか－それが本研究のテーマであったが－、さら
に、その解決策を改良すること、普及することが今後の課題である。 
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